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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 「従業員数」については、第148期より平均臨時雇用者数が従業員数の100分の10以上となったため、( )外数で記載して

おります。 

４ 純資産額の算定にあたり、第149期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

  

回次 第145期 第146期 第147期 第148期 第149期 

決算年月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月

売上高 (百万円) 18,297 25,356 30,578 35,880 39,182

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △1,756 353 2,959 4,100 5,546

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △4,474 902 2,680 2,885 3,237

純資産額 (百万円) 10,142 11,649 15,565 19,290 21,781

総資産額 (百万円) 43,381 42,119 44,999 49,429 52,938

１株当たり純資産額 (円) 147.17 169.09 210.68 261.00 294.91

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △64.88 13.10 37.62 38.82 43.86

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.4 27.7 34.6 39.0 41.1

自己資本利益率 (％) △38.1 8.3 19.7 16.6 15.8

株価収益率 (倍) ― 12.8 6.3 12.1 10.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,075 1,722 3,337 4,017 2,665

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △211 2,964 1,758 △915 △839

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △705 △4,145 △1,556 △2,718 △1,480

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 1,878 2,408 5,938 6,333 6,678

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
853 
(―)

769
(―)

715
(―)

726 
(77)

738
(85)



(2) 提出会社の経営指標等 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 「従業員数」については、第148期より平均臨時雇用者数が従業員数の100分の10以上となったため、( )外数で記載して

おります。 

４ 純資産額の算定にあたり、第149期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

  

回次 第145期 第146期 第147期 第148期 第149期 

決算年月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月

売上高 (百万円) 15,624 22,828 28,557 34,164 37,419

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △1,685 153 2,419 3,494 5,037

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △4,773 125 2,298 2,420 2,933

資本金 (百万円) 5,281 5,281 5,782 5,782 5,782

発行済株式総数 (千株) 69,000 69,000 74,058 74,058 74,058

純資産額 (百万円) 10,906 11,621 15,123 18,303 20,503

総資産額 (百万円) 41,102 39,932 42,535 46,626 48,930

１株当たり純資産額 (円) 158.25 168.69 204.69 247.71 277.88

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

― 

(―)

―

(―)

―

(―)

3 

(―)

7

(3)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △69.22 1.82 32.26 32.59 39.75

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.5 29.1 35.6 39.3 41.9

自己資本利益率 (％) △37.8 1.1 17.2 14.5 15.1

株価収益率 (倍) ― 92.4 7.3 14.4 11.7

配当性向 (％) ― ― ― 9.2 17.6

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
555 
(―)

520
(―)

486
(―)

481 
(52)

481
(63)



２ 【沿革】 

  

大正４年10月 大阪市大淀区に株式会社松田製作所を創立し、渦巻ポンプの製造を開始 

大正５年12月 社名を日本兵機製造株式会社に変更 

大正６年９月 紡績機械及び水道メーターの製造を開始 

大正９年２月 社名を株式会社大阪機械工作所に変更 

昭和７年５月 大阪市東淀川区に加島製造所を新設し、内燃機の製造を開始 

昭和８年６月 工作機械、電動機、海軍兵器の製造を開始 

昭和13年12月 社名を大阪機工株式会社に変更 

昭和14年６月 兵庫県伊丹市に猪名川製造所を新設 

昭和20年９月 兵器、内燃機、電動機の製造を中止 

昭和24年５月 東京証券取引所及び大阪証券取引所に株式を上場 

昭和35年11月 ㈱オーケイケイ・シムテックを設立(現・連結子会社) 

昭和40年３月 兵庫県豊岡市に大豊機工㈱を設立(現・連結子会社) 

昭和50年10月 ㈱大阪機工サービスセンターを設立 

昭和53年３月 米国にＯＫＫ ＵＳＡ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮを設立(現・連結子会社) 

平成元年４月 タイにＴＨＡＩ ＯＫＫ ＭＡＣＨＩＮＥＲＹ ＣＯ., ＬＴＤ.を設立 

平成３年４月 独国にＯＫＫ Ｅｕｒｏｐｅ ＧｍｂＨを設立 

平成３年５月 埼玉県大宮市に東京テクニカルセンターを開設 

平成５年10月 ㈱オーケーケーキャスティングを設立 

平成７年12月 中国に天津ＯＫＫ機械有限公司を設立 

平成16年４月 中国に大連華凱机床有限公司を設立 

平成17年10月 ㈱オーケーケーキャスティングが㈱大阪機工サービスセンターを吸収合併 

  同年11月㈱オーケーケーエンジニアリングに社名変更(現・連結子会社) 

平成18年７月 中国に大阪机工(上海)商貿有限公司を設立 



３ 【事業の内容】 

当社グループ（提出会社、子会社6社及び関連会社3社により構成）が営んでいる事業内容、各関係会社の当該事業

に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。なお、区分内容は、事業の種類別

セグメント情報と同一であります。 

(工作機械) 

製造及び販売ともに提出会社が中心でありますが、米国向けの販売は、技術サービスも含めてＯＫＫ ＵＳＡ Ｃ

ＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ（連結子会社）が行い、また、製造についてもその一部は大豊機工㈱（連結子会社）・㈱オ

ーケイケイ・シムテック（連結子会社）・㈱オーケーケーエンジニアリング（連結子会社）及びＴＨＡＩ ＯＫＫ 

ＭＡＣＨＩＮＥＲＹ ＣＯ.,ＬＴＤ.（関連会社）が行っております。技術サービスについては、提出会社が行うほ

か㈱オーケーケーエンジニアリング（連結子会社）が国内の一部を、ＯＫＫ Ｅｕｒｏｐｅ ＧｍｂＨ（非連結子会

社）が欧州を担当しております。なお、大阪机工(上海)商貿有限公司（非連結子会社）は、平成18年7月に提出会社

製品の中国市場での技術サービスを行うため設立した会社であります。 

(水道メーター) 

製造を大豊機工㈱で行い、販売は提出会社及び大豊機工㈱が行っております。 

(その他) 

繊維機械は、提出会社並びに天津ＯＫＫ機械有限公司（関連会社）で製造・販売を行っております。このほか、

建築用金物事業等を営んでおります。 

  

[事業系統図] 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社に該当しております。 

３ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４ ＯＫＫ ＵＳＡ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。 

  

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社) 
大豊機工㈱ (注)2 

兵庫県 
豊岡市 

94 
工作機械
水道メーター

直接
97.2 

・提出会社の工作機械の一部の製造及
び水道メーターの製造・販売をして
おります。 

・役員の兼任…有り 

(連結子会社) 
㈱オーケイケイ・ 
シムテック 

兵庫県 
川西市 

10 工作機械
直接

100.0 

・提出会社の工作機械の部品を製造し
ております。 

・提出会社の工場内の建物の一部を賃
貸しております。 

・役員の兼任…有り 

(連結子会社) 
㈱オーケーケー 
エンジニアリング 
(注)2 

兵庫県 
伊丹市 

50 工作機械
直接

100.0 

・提出会社の工作機械の部品の製造及
び技術サービス業務を委託しており
ます。 

・提出会社の工場内の建物の一部を賃
貸しております。 

・役員の兼任…有り 

(連結子会社) 
OKK USA CORPORATION 
(注)2・4 

米国 
イリノイ州 

千米ドル 
2,750 

工作機械
直接

100.0 

・提出会社の工作機械の製品の販売及
び技術サービス業務を委託しており
ます。 

・提出会社が資金の援助をしておりま
す。 

・役員の兼任…有り 

主要な損益情報等 (1) 売上高 6,389百万円

  (2) 経常利益  298 

  (3) 当期純利益 182 

  (4) 純資産額 913 

  (5) 総資産額 4,874 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年3月31日現在 

(注) １ 従業員数は、当社グループからグループ外への出向者を除く就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員(パート及び嘱託契約社員)の年間平均雇用人員(1日8時間換算)であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年3月31日現在 

(注) １ 従業員数は、提出会社から他社への出向者を除き、他社から提出会社への出向者を含む就業人員であり、ます。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員(パート及び嘱託契約社員)の年間平均雇用人員(1日8時間換算)であります。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループのうち提出会社及び一部の子会社は、ＪＡＭに加入しております。なお、労使関係については、特

に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

工作機械 
621 
(63) 

水道メーター 
59 
(10) 

その他 
19 
(4) 

全社(共通) 
39 
(8) 

合計 
738 
(85) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

481 
(63) 

43.5 22.3 6,572



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度の売上高は、391億8千2百万円(前連結会計年度比9.2％増)となりました。 

利益面については、経常利益55億4千6百万円(前連結会計年度比35.3％増)、当期純利益32億3千7百万円(前連結会

計年度比12.2％増)を計上することができました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①工作機械 

国内は、一般機械業界での旺盛な設備投資に、重厚長大産業の需要が加わり、好調に推移しました。一方海

外においても、欧州が好調に売上を伸ばし、北米、アジアにおいても堅調に推移しました。この結果、生産高

は392億2千9百万円（前連結会計年度比21.5％増、販売価格ベース）、受注高は347億6千７百万円（前連結会計

年度比5.2％増、提出会社単独ベース）、売上高は368億5千4百万円（前連結会計年度比10.9％増）、営業利益

は60億6千5百万円（前連結会計年度比29.0％増）といずれも前連結会計年度を上回る成果を上げることができ

ました。 

②水道メーター 

官公庁向けの販売は売上高が増加しましたが、民需向けが低迷し、また計装システムの販売も価格競争の影

響を受け、厳しい状況が続きました。この結果、生産高は14億6千4百万円（前連結会計年度比6.3％減、販売価

格ベース）、受注高は12億2千4百万円（前連結会計年度比21.3％減、提出会社単独ベース）、売上高は14億2千

万円（前連結会計年度比9.5％減）、営業損失は1億1千6百万円となりました。 

③その他 

売上高は9億7百万円（前連結会計年度比15.9％減）、営業利益は8千6百万円（前連結会計年度比4.1％減）と

なりました。 

  

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①日本 

一般機械業界での旺盛な設備投資に、重厚長大産業の需要が加わり、好調に推移したため、売上高は382億7

千2百万円（前連結会計年度比9.8％増）、営業利益は58億1百万円（前連結会計年度比36.2％増）となりまし

た。 

②米国 

基調としては、自動車関連・航空機関連部品を中心に設備投資が堅調に推移し、売上高は63億8千9百万円

（前連結会計年度比2.2％減）となりましたが、ディーラーサポートや展示会の出展など販売促進に注力した結

果、営業利益は2億9千6百万円（前連結会計年度比39.9％減）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ3億4千5百万円（5.5％）増加し、66

億7千8百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、26億6千5百万円の収入超（前連結会計年度：40億1千7百万円の収入超）

となりました。収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益55億4千5百万円、仕入債務の増加11億1百万円、減価償

却費5億4千8百万円であり、支出の主な内訳は、法人税等の支払額16億7千7百万円、売上債権の増加18億5千2百万

円、たな卸資産の増加16億1千7百万円であります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、8億3千9百万円の支出超（前連結会計年度：9億1千5百万円の支出超）と

なりました。これは、主に有形固定資産の取得によるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、14億8千万円の支出超（前連結会計年度：27億1千8百万円の支出超）とな

りました。これは、主に借入金の弁済や配当金の支払によるものであります。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループの生産・販売品目は多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等は必ずしも一

様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額

あるいは数量で示すことはしておりません。 

このため、生産、受注及び販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績

に関連付けて示しております。 

  

主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しといたしましては、米国の景気の先行きや国内設備投資の一服感など一部に懸念材料はありますが、

国内は引き続き幅広い業種で設備投資が継続しており、また海外の設備投資も欧州、アジアが好調に、また北米も底

堅く推移することから、主力の工作機械は引続き高水準で推移するものと予想されます。 

このような状況のもとで、当社グループは、顧客満足度の向上、ものづくりのプロセスの改革、将来の人材育成に

取組み、企業基盤の強化、収益の安定化に注力し、勝ち抜く経営をめざす所存であります。また、販売政策や

ISO14001の取組みの強化を図るとともに、内部統制システムの更なる整備や生産効率化のための体制整備を進めま

す。 

  

相手先 

前連結会計年度
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

ユアサ商事㈱ 3,750 10.5 5,574 14.2 

㈱山善 4,104 11.4 4,198 10.7 



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、株価及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがありま

す。なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成19年6月29日)現在において当社グループが

判断したものであります。 

(1)為替レートの変動 

 当社グループの海外売上高比率は、平成18年3月期33.2%(うち北米向け18.3％)、平成19年3月期32.5%(うち北米

向け18.4％)となっており、北米向けのほとんどが米ドル建の取引であります。このため、為替予約等リスクヘッ

ジを行なってはおりますが、為替レートの変動が当社グループの業績及び財政状況に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

(2)人材の確保と育成 

 当社グループの主力製品であります工作機械市場において勝ち残るためには、革新的な新製品の投入が不可欠で

あります。そのため、有能なエンジニアの確保と育成は当社グループの発展には重要な要素の一つであります。 

(3)公的規制 

 当社グループは、輸出割合が相当程度あるため、事業展開する各国において輸出入規制等様々な政府規制の適用

を受けております。これらの規制に変化があった場合、当社グループの業績及び財政状況に影響を及ぼす可能性が

あります。 

(4)災害等による影響 

 当社グループの主力製品であります工作機械は、大半が猪名川製造所で生産されております。全ての設備におけ

る定期的な災害防止検査と設備点検を行なっておりますが、不可避の事態が発生した場合には、生産能力に影響が

出る可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

(技術援助契約) 

  

  

(技術導入契約) 

  

  

契約 
会社名 

相手会社名 技術援助契約の内容 契約期間 

提出会社 チンダスク社(タイ) 
マグネット伝導直読式水道メーターGMK13・20・25・40及
び液封直読式水道メーターLCX13並びにGLCX13の製造販売
権の供与 

平成20年５月迄

提出会社 
天津ＯＫＫ機械有限公司
(中国) 

HF－5型ハイスピードフィニッシャ、6型ギル(HM－6・HLE
－6・HG－6)及びPB8型ギルの製造販売権の供与 

平成27年11月迄

提出会社 
東風汽車有限公司設備製
造廠(中国) 

横形マシニングセンタPM400Ⅱ・500・500Ⅱの製造販売権
の供与 

平成19年７月迄

提出会社 
大連華凱机床有限公司(中
国) 

立型マシニングセンタMDV75及び横形マシニングセンタ
MDH65、MDH80の製造販売権の供与 

平成24年４月迄

契約 
会社名 

相手会社名 技術導入契約の内容 契約期間 

提出会社 センサス社(独国) 
タービン型水道メーターWPD(横形)50～300mmの製造販売
権の導入 

平成20年11月迄



６ 【研究開発活動】 

工作機械部門は、一般機械部品や建設機械産業向け受注が牽引力となり、造船や鉄鋼などの重厚長大産業も高水準

で推移し、幅広い業種での積極的な設備の更新需要や合理化投資に支えられ、受注・売上ともに大幅に伸長しまし

た。輸出についても欧州市場が好調で、北米市場での航空機や建設機械、中国を含むアジアでの自動車・家電関連の

設備投資も堅調に推移し、売上高が増加しました。こうした背景のもと現有主力製品の競争力強化と同時に、海外シ

フト・横形マシニングセンタシフト・自動車シフトをキーワードに積極的に新製品の開発に取り組みました。水道メ

ーター部門は、年初より高値で推移していた主原材料の銅価格が一時下落したものの、中国の旺盛な需要により再度

急騰するなど、不安定な原材料価格変動の背景をうけての低コスト製品の開発と、堅調な民間設備投資に支えられて

いる工場設備関連機器での高付加価値製品の開発に注力しました。 

この結果、当連結会計年度の研究開発費は、1億7千万円(消費税等含まず)となりました。 

部門別の主な研究開発は、次のとおりであります。 

 ①工作機械 

昨年9月に米国シカゴで開催された国際見本市（IMTS 2006）および11月に東京で開催された国際工作機械見本

市（第23回JIMTOF）出展に向けて、新機種の開発とそれらの市場投入、平行して現有主力製品の競争力強化のた

めの改良設計と積極的拡販に尽力しました。 

国際見本市（IMTS 2006）には、横形マシニングセンタの中核機種であるHMシリーズに新たにHM500Sと最上位機

種であるHM1250Sの2機種を同時開発し、シリーズ化の完成により横形マシニングセンタの競争力が大幅に向上し

ました。加えて航空機部品や長尺物向けの大型5軸制御立形マシニングセンタKCV1000-5AX、さらには立形中核機

種であるVPシリーズに新たなバリエーションとしてVP500-2APCの計4機種を新規に開発しました。これらの新製品

は市場ニーズにマッチし、受注も極めて好調に推移しており、業績の向上に大きく貢献することができました。 

また、国際工作機械見本市（第23回JIMTOF）には、本格的な高剛性5軸制御立形マシニングセンタVG5000を追加

開発し、すでに市場投入されている開発機種の微細金型加工機VD300、立形マシニングセンタVP400-5AX、グライ

ンディングセンタGC5、上記の横形マシニングセンタHM500SとHM1250S、そして量産対応横形マシニングセンタ

HPM40の計7機種のほか、高精度・高生産性・高品位な加工を制御面で支援するための当社独自のソフト製品や差

別化のための新たな要素技術・周辺機能製品を出展しました。 

一方、技術部門の基本的命題である新機種の継続的開発とタイムリーな市場投入に平行して、研究開発体制の

強化と設計環境のさらなる改善を実施し、またユーザーサービスのより一層のスピードアップと顧客満足度の向

上を図るため、サービス品質の改善に取り組みました。当事業に係る研究開発費は、1億4千9百万円であります。

 ②水道メーター 

平成19年度より型式承認の申請が始まる新JIS対応の新製品開発については、小型主力製品での量産設計と試作

が完了しました。また、中口径・大口径製品の開発も平行して進めており、客先ニーズに素早く対応できるよう

にシリーズ化設計に取り組みました。計装システム関連では価格競争力を向上させるため、低コストの小規模監

視システムを完成させました。また、情報システム関連では客先ニーズを取り入れた新たな検針ソフトの開発に

より、両システム関連の引合いは活発に推移しています。当事業に係る研究開発費は、2千1百万円であります。 

 ③その他 

繊維機械においては、作業の省力化に対して最も効果的な単独クラッチ式ボールクリール（21BTS）を開発しま

した。今後、紡績工程のみならず染色工程からのニーズも予想され、海外を含めた新規需要が見込まれます。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成19年6月29日)現在において当社グループが判断した

ものであります。 

(1)重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。これらの連結財務諸表の作成にあたり、貸倒引当金、棚卸資産、退職給付引当金等に関して、過去の実

績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づき、資産・負債及び収益・費用等の数値に影響を与える見

積り及び判断を行っております。実績については、見積りの不確実性があるため、これら見積りと異なる場合があ

ります。 

(2)当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油、原材料価格の動向など不安定な要素がありましたが、好調な企業

業績を背景に、設備投資の拡大や雇用情勢の改善がすすみ、緩やかな景気回復を持続いたしました。 

このような状況のなか、主力の工作機械部門が国内、海外の幅広い業種での旺盛な設備投資により好調に推移い

たしました結果、受注高で363億2千5百万円（前連結会計年度比3.7％増、提出会社単独ベース）、売上高で391億8

千2百万円（前連結会計年度比9.2％増）となりました。 

利益面におきましても、売上高の増加、販売価格の改善、生産性の向上、コストリダクション等に取り組みまし

た結果、経常利益55億4千6百万円（前連結会計年度比35.3％増）、当期純利益32億3千7百万円（前連結会計年度比

12.2％増）を計上することができました。 

(3)経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループの主力製品である工作機械は、資本財であるため使用可能期間が長く、不況下ではユーザーにおい

ては技術革新による設備のコストパフォーマンスを度外視した買い控えが起こり、需要が大きく変動する要素をは

らんでおります。 

(4)戦略的現状と見通し 

当社グループといたしましては、国内が減少気味で海外が大きく伸びているという流れに対応すべく、「海外営

業の強化」を図り、高水準の受注を続けなければなりません。また、「生産プロセスの改革」それに伴う「生産性

向上のための設備投資」など、高収益体質を目指し計画的に実施していく所存であります。 

(5)資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、税金等調整前当期純利益55億4千5百万

円、仕入債務の増加11億1百万円、減価償却費5億4千8百万円などの収入や法人税等の支払額16億7千7百万円、売上

債権の増加18億5千2百万円、たな卸資産の増加16億1千7百万円などの支出により、26億6千5百万円の収入超（前連

結会計年度：40億1千7百万円の収入超）となりました。投資活動によるキャッシュ・フローでは、有形固定資産の

取得などにより、8億3千9百万円の支出超（前連結会計年度：9億1千5百万円の支出超）となりました。財務活動に

よるキャッシュ・フローでは、借入金の弁済や配当金の支払などにより、14億8千万円の支出超（前連結会計年度：

27億1千8百万円の支出超）となりました。 

(6)経営者の問題意識と今後の方針について 

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

ります。 

当社グループは製品を世界のマーケットに提供しており、そのユーザーの要請に的確に応える新製品と新技術の

開発に全力を傾けております。また、経営を進めていく上で、「顧客第一」「社会的責任」「新しい価値の創造」

の三つのキーワードを行動の指針としております。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資は、大型マシニングセンタの増産を目的とした大型恒温組立工場の建設、生産性の向

上のための設備投資が中心となり、設備投資額(無形固定資産を含む)は9億8千8百万円となりました。事業の種類別

セグメントの内訳は次のとおりであります。 

  

なお、「第３ 設備の状況」の各部に記載されている金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成19年3月31日現在 

  

(2) 国内子会社 

平成19年3月31日現在 

  

工作機械(百万円) 水道メーター(百万円) その他(百万円) 合計(百万円) 

949 36 2 988

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
[面積千㎡]

その他 合計 

本社及び 
猪名川製造所 
(兵庫県伊丹市・ 
川西市) (注)2・3 

全社的管理 
業務 
工作機械 
水道メーター 
その他 

生産・販売 
・管理・そ 
の他の設備 

1,511 796
14,703

[96]
373 17,384 417

東京支店 
(東京都港区) 
(注)2 

工作機械 
水道メーター 

販売設備 0 0
―
[-]

0 1 23

東京テクニカル 
センター 
(さいたま市北区) 

工作機械 
販売・その 
他の設備 

436 59
242
[1]

3 741 21

名古屋支店 
(名古屋市中村区) 
(注)2 

工作機械 販売設備 10 ―
46
[0]

2 59 20

寮及び社宅 
(名古屋市名東区他) 

その他 
その他の設 
備 

20 ―
61
[0]

― 82 

会社名及び 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
[面積千㎡]

その他 合計 

大豊機工㈱ 
本社及び工場 
(兵庫県豊岡市) 
(注)3 

工作機械 
水道メーター 
その他 

生産設備 419 142
306
[51]

49 917 128



(3) 在外子会社 

平成19年3月31日現在 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品(建設仮勘定含まず)であります。 

２ 本社・支店の内には、各地域の営業所が含まれ、建物の一部を賃借しております。 

３ 上記のほか、リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

当連結会計年度末現在における重要な新設、改修等の計画は次のとおりであります。 

  

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な除却・売却の計画はありません。 

  

会社名及び 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
[面積千㎡]

その他 合計 

OKK USA  
CORPORATION 
本社 
(米国イリノイ州) 

工作機械 販売設備 117 7
80

[11]
7 213 28

会社名 

機械装置及び運搬具 その他 

年間リース料 
(百万円) 

リース契約残高
(百万円) 

年間リース料
(百万円) 

リース契約残高 
(百万円) 

提出会社 80 425 41 117

大豊機工㈱ 38 166 0 3

会社名及び 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの名称 

設備の内容 

投資予定額

資金調達方法

着手及び完了予定

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了 

提出会社 
猪名川製造所 
(兵庫県伊丹市・ 
 川西市) 

工作機械 生産設備 450 21
自己資金及び
借入金 

平成19年 
4月 

平成19年
9月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

(注) 平成16年10月中の第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の権利行使によるものであります。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年3月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年6月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 74,058,168 74,058,168

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 74,058,168 74,058,168 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成16年4月１日～ 
平成17年3月31日 (注) 

5,058 74,058 500 5,782 499 954



(5) 【所有者別状況】 
平成19年3月31日現在 

(注) １ 自己株式272,542株は、「個人その他」に272単元、「単元未満株式の状況」に542株含まれております。なお、自己株式

272,542株は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は271,542株であります。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5単元含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年3月31日現在 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 55 44 131 73 2 7,054 7,359 ―

所有株式数 
(単元) 

― 29,311 1,535 3,757 9,731 30 28,872 73,236 822,168

所有株式数 
の割合(％) 

― 40.0 2.1 5.1 13.3 0.1 39.4 100.0 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海1丁目8－11 6,641 8.96

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町2丁目11－3 6,210 8.38

ＯＫＫ取引先持株会 
兵庫県伊丹市北伊丹8丁目10－1
 大阪機工株式会社気付 

3,048 4.11

資産管理サービス信託銀行株式 
会社(証券投資信託口) 

東京都中央区晴海1丁目8－12
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟 

2,204 2.97

明治安田生命保険相互会社 
第51口 

東京都千代田区丸の内2丁目１－1 2,051 2.76

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町2丁目2－1 1,695 2.28

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川2丁目27－2 1,276 1.72

大阪機工従業員持株会 兵庫県伊丹市北伊丹8丁目10－1 1,019 1.37

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内2丁目7－3 1,000 1.35

THE CHASE MANHATTAN BANK, 
N.A. LONDON SPECIAL ACCOUNT 
NO.1 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室) 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD,ENGLAND 
  
(東京都中央区日本橋兜町6番7号) 
  
  

930 1.25

計 ― 26,075 35.20



(注) １ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社から、平成19年1月11日付で提出された大量保有報告書(変

更報告書)により、同日現在で同社及び共同保有者(計7社)が次のとおり株式を所有している旨の報告を受けております

が、当社としては当事業年度末の実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

２ 明治安田生命保険相互会社から、平成19年2月20日付で提出された大量保有報告書(特例対象株券等)により、同日現在で

同社及び共同保有者(計2社)が次のとおり株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社としては当事業年度末

の実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ信託銀行株式会社 

東京都渋谷区広尾1丁目1－39 1,717 2.32

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ株式会社 

東京都渋谷区広尾1丁目1－39 4,527 6.11

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ、エヌ・エイ 

米国 カリフォルニア州
サンフランシスコ市 
フリーモント・ストリート45 

1,411 1.91

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ・オーストラリ
ア・リミテッド 

オーストラリア 
ニュー・サウス・ウェールズ州 
シドニー ハーリントン・ストリート111 

58 0.08

バークレイズ・グローバル・イ
ンベスターズ・リミテッド 

英国 ロンドン市 
ロイヤル・ミント・コート1 

538 0.73

バークレイズ・バンク・ピーエ
ルシー 

英国 ロンドン市 
チャーチル・プレイス1 

68 0.09

バークレイズ・キャピタル・セ
キュリティーズ・リミテッド 

英国 ロンドン市 
カナリーワーフ ノース・コロネード5 

3 0.00

計 ― 8,322 11.24

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2丁目1－1 2,151 2.90

明治ドレスナー・アセットマネ
ジメント株式会社 

東京都港区北青山3丁目6－7 1,658 2.24

計 ― 3,809 5.14



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年3月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権5個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式542株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年3月31日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権1個)あります。なお、当該株式

数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄に含めております。 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 271,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 72,965,000 72,965 ― 

単元未満株式 普通株式 822,168 ― ― 

発行済株式総数 74,058,168 ― ― 

総株主の議決権 ― 72,965 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
大阪機工株式会社 

兵庫県伊丹市北伊丹8丁目
10－1 

271,000 ― 271,000 0.37

計 ― 271,000 ― 271,000 0.37



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

 旧商法第221条第6項による取得 

  

 会社法第155条第7号による取得 

(注) 当期間における取得自己株式数には、平成19年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数

は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成19年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数

は含めておりません。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第6項及び会社法第155条第7号による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円) 

当事業年度における取得自己株式 3,450 1,594 

当期間における取得自己株式 ― ― 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円) 

当事業年度における取得自己株式 53,329 21,390 

当期間における取得自己株式 5,492 2,427 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(千円) 
株式数(株) 

処分価額の総額 
(千円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他(売渡請求による売渡し) 3,075 1,178 ― ― 

保有自己株式数 271,542 ― 277,034 ― 



３ 【配当政策】 

株主に対する利益還元は経営の最重要政策のひとつとして位置づけており、安定した業績をあげ継続的に配当を行

うことを基本としつつ、企業体質の強化や事業展開等を考慮した上で業績に対応した配当を行うこととしておりま

す。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年2回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間配

当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記の基本方針に基づき、期末配当を１株当たり4円とし、中間配当金

と合せて7円としております。 

内部留保資金の使途につきましては、企業体質の強化等のために活用する予定であります。 

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近6月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成18年11月17日 
取締役会決議 

221 3

平成19年6月28日 
定時株主総会決議 

295 4

回次 第145期 第146期 第147期 第148期 第149期 

決算年月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 

最高(円) 101 183 269 504 491

最低(円) 29 53 127 180 338

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年1月 2月 3月 

最高(円) 404 395 413 441 491 475

最低(円) 338 352 384 398 425 416



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長   土 井 隆 雄 昭和18年６月３日生

昭和41年４月 当社入社 

(注)3 48

平成５年８月 生産本部製造部長 

 同 ７年６月 取締役 

 同 12年６月 常務取締役 

 同 14年４月 専務取締役 

 同 15年６月 代表取締役社長(現) 

代表取締役 
常務取締役 

猪名川製造所長 
兼管理担当 
兼技術担当 

幸 田 盛 堂 昭和22年１月11日生

昭和46年４月 当社入社 

(注)3 8

平成10年４月 技術本部第一設計部長 

 同 15年６月 取締役 

 同 19年１月 常務取締役 

 同 19年６月 代表取締役常務取締役(現) 

  
猪名川製造所長兼管理担当 

兼技術担当(現) 

常務取締役 営業本部長 久 志 善 孝 昭和25年７月２日生

昭和48年５月 当社入社 

(注)3 3

平成７年７月 技術本部電気設計部長 

 同 17年６月 取締役 

 同 19年１月 常務取締役(現) 

 同 19年６月 営業本部長(現) 

常務取締役 生産本部長 
兼製造部長 沖 本 行 信 昭和24年７月19日生

昭和49年４月 当社入社 

(注)2 13

平成17年４月 生産本部製造部長 

 同 18年６月 取締役 

 同 19年６月 常務取締役(現) 

  生産本部長兼製造部長(現) 

取締役 経理部長 筑 田 憲 二 昭和22年９月10日生

昭和46年４月 当社入社 

(注)3 22平成13年９月 経理部長(現) 

 同 19年６月 取締役(現) 

取締役 
生産本部 
副本部長 

兼物流部長 
中 村 和 郎 昭和24年６月27日生

昭和47年４月 当社入社 

(注)3 11
平成14年10月 生産本部製造部長 

 同 19年６月 取締役(現) 

  生産本部副本部長兼物流部長(現) 

取締役 技術本部長 椙 尾 茂 樹 昭和28年３月17日生

昭和50年４月 当社入社 

(注)3 6
平成16年10月 技術本部技術開発部長 

 同 19年６月 取締役(現) 

  技術本部長(現) 



  

(注) １ 監査役井関博文及び檜垣誠次は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 平成18年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年3月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

３ 平成19年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年3月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

４ 平成18年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年3月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

５ 平成19年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年3月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

６ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第2項に定める補欠監査役1名を選任し

ております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

      (注) 補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

常勤監査役   西 村 勝 廣 昭和18年11月22日生

昭和41年４月 当社入社 

(注)5 12

平成５年８月 技術本部第一設計部長 

 同 ７年６月 取締役 

 同 12年６月 常務取締役 

 同 19年６月 常勤監査役(現) 

常勤監査役   井 関 博 文 昭和22年９月30日生
平成14年６月

㈱大和銀行(現㈱りそな銀行) 

監査役 (注)4 ―
 同 18年６月 当社常勤監査役(現) 

監査役   檜 垣 誠 次 昭和25年４月30日生

昭和56年４月 弁護士登録 

(注)4 ― 同 61年４月 鎌倉・檜垣法律事務所(現) 

平成18年６月 当社監査役(現) 

計 123

氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 
(千株) 

西 野 弘 一 昭和34年２月１日生 
平成５年４月 弁護士登録 

（注） ― 
 同 13年５月 田淵・西野法律事務所(現) 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、企業価値の継続的な増大に向けて透明性の高いより効率的な経営を目指しており、取締役会・常務会・監

査役会といった経営システムにより、必要な施策を実施していくことが、コーポレート・ガバナンスに関する基本的

な考え方であり、経営上の最も重要な課題のひとつと位置づけております。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

①会社の機関の基本説明 

当社は、監査役制度を採用しております。取締役会は8名(平成19年6月29日現在7名)で構成され、社外取締役は

おりません。監査役会は社外監査役2名を含む3名で構成され、うち2名は常勤監査役であります。 

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

取締役会は原則月1回開催し、重要事項の決定並びに取締役会の業務執行状況の管理・監督を行い、透明性の高

い経営に努めております。取締役会の機能をより強化し、経営効率を向上させるため、社長以下役付取締役をメ

ンバーとする常務会を原則月2回開催し、取締役会から委嘱を受けた事項その他経営に関する重要事項について、

細部に亘り審議しております。 

監査役会は原則月1回開催し、監査役会で策定された監査計画に基づき、取締役会をはじめとする重要な会議へ

の出席や、業務及び財産の状況調査を通して、取締役の職務遂行を監査しております。また、監査役会は、代表

取締役社長・会計監査人それぞれとの定期的な意見交換会の開催や、内部監査室・グループ各社の監査役との連

携を図ることとしております。 

③内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査につきましては、社長直轄の内部監査室(4名)が中心となり、部署毎に行っていた内部統制に加え、監

査役や会計監査人と連携を図りながら、より全社的な検証を行います。 

監査役監査につきましては、会計監査人と年間監査計画策定及び監査結果報告会等を通じて情報交換を行い、

相互の連携を高めております。また、監査役の職務を補助すべき使用人は現在おりませんが、必要に応じて内部

監査室所属の職員に、監査業務に必要な事項を依頼することができる体制をとっております。 

④会計監査の状況 

会計監査人には正しい経営情報を提供し、公正不偏な立場から監査を受けております。当社と同監査法人また

は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありません。 

業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

 指定社員 業務執行社員：中川一之、小竹伸幸、佐藤陽子 

 所属する監査法人名：新日本監査法人(全員) 

 (注)継続監査年数については、全員7年以内であるため、記載を省略しております。なお、同監査法人はすで

に自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置を

とっております。 

監査業務に係る補助者の構成：公認会計士4名、会計士補4名 

⑤社外取締役及び社外監査役との関係 

社外取締役は選任しておらず、社外監査役については当社と特別の利害関係はありません。 



(2) リスク管理体制の整備の状況 

社長がリスク管理総括責任者となり、リスク管理体制を構築するとともに、「リスク管理規程」を新たに制定し

て、全社員に更に周知徹底しております。 

各業務に係わる種々のリスク(コンプライアンス・環境・災害・品質・情報セキュリティ・輸出管理等)について

は、それぞれの担当部門において規定の制定を行うなど適切に管理しております。また、顧問弁護士には、日常発

生する法律問題全般及びコンプライアンス等に関して適時アドバイスを受け、迅速に処理しております。 

(3) 役員報酬の内容 

取締役に対する報酬120百万円 

監査役に対する報酬 27百万円(うち社外監査役14百万円) 

(注)記載金額は、会社法における事業報告の記載金額によっております。 

(4) 監査報酬の内容 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第2条第1項に規定する業務に基づく報酬18百万円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

(5) 責任限定契約の内容の概要 

社外監査役との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令で定める最低責任限度額であります。なお、

当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について、善意かつ重大な過失

がない場合に限られます。 

(6) 取締役の選任の決議要件 

議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって

行う旨を定款に定めております。 

(7) 取締役の定数 

取締役は、12名以内とする旨を定款に定めております。 

(8) 自己株式の取得 

会社法第165条第2項の規定に基づき、取締役会の決議をもって市場取引等により自己の株式を取得することがで

きる旨を定款に定めております。これは、経済情勢の変化に応じて財政政策等の経営諸施策を機動的に遂行するこ

とを可能とするものであります。 

(9) 会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件 

議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をも

って行う旨を定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年4月1日から平成18年3月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度(平成18年4月1日から平成19年3月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年4月1日から平成18年3月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

(平成18年4月1日から平成19年3月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年4月1日から平成18年3月31日まで)及び当

連結会計年度(平成18年4月1日から平成19年3月31日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度(平成17年4月1日から平成

18年3月31日まで)及び当事業年度(平成18年4月1日から平成19年3月31日まで)の財務諸表について、新日本監査法人に

より監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
前連結会計年度

(平成18年3月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金 ※4   6,432 6,749  

２ 受取手形及び売掛金 ※6   9,788 11,646  

３ たな卸資産   8,240 9,923  

４ 繰延税金資産   848 728  

５ その他   700 139  

貸倒引当金   △509 △6  

流動資産合計   25,501 51.6 29,180 55.1

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産 ※1      

(1) 建物及び構築物 ※4   2,353 2,602  

(2) 機械装置及び運搬具 ※4   980 1,070  

(3) 土地 ※3.4   15,448 15,441  

(4) 建設仮勘定   83 25  

(5) その他   389 439  

  有形固定資産合計   19,255 38.9 19,578 37.0

２ 無形固定資産      

(1) ソフトウエア   8 9  

(2) その他   30 29  

  無形固定資産合計   39 0.1 38 0.1

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券 ※2.4   4,340 3,839  

(2) 長期貸付金   34 29  

(3) 繰延税金資産   3 6  

(4) その他 ※2   279 783  

貸倒引当金   △24 △518  

  投資その他の資産合計   4,633 9.4 4,140 7.8

固定資産合計   23,928 48.4 23,758 44.9

資産合計   49,429 100.0 52,938 100.0



  

  
前連結会計年度

(平成18年3月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形及び買掛金 ※6   10,537 11,653  

２ 短期借入金 ※4   3,773 3,095  

３ 未払法人税等   1,072 1,874  

４ 賞与引当金   489 500  

５ 役員賞与引当金   ― 46  

６ 製品保証引当金   124 123  

７ その他   1,038 1,243  

流動負債合計   17,035 34.5 18,536 35.0

Ⅱ 固定負債      

１ 長期借入金 ※4   3,096 2,795  

２ 繰延税金負債   1,009 536  

３ 再評価に係る 
  繰延税金負債 

※3   6,007 6,007  

４ 退職給付引当金   2,825 3,119  

５ 役員退職金引当金   133 148  

６ 連結調整勘定   0 ―  

７ その他   13 14  

固定負債合計   13,086 26.5 12,620 23.9

負債合計   30,122 61.0 31,157 58.9

(少数株主持分)      

少数株主持分   17 0.0 ― ―

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※7   5,782 11.7 ― ―

Ⅱ 資本剰余金   954 1.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金   2,834 5.7 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※3   8,278 16.8 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金   1,498 3.0 ― ―

Ⅵ 為替換算調整勘定   △18 △0.0 ― ―

Ⅶ 自己株式 ※7   △39 △0.1 ― ―

資本合計   19,290 39.0 ― ―

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  49,429 100.0 ― ―



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年3月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   5,782  

２ 資本剰余金   955  

３ 利益剰余金   5,610  

４ 自己株式   △61  

株主資本合計   12,286 23.2

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券 
  評価差額金 

  1,225  

２ 繰延ヘッジ損益   △15  

３ 土地再評価差額金 ※3   8,278  

４ 為替換算調整勘定   △15  

評価・換算差額等合計   9,474 17.9

Ⅲ 少数株主持分   20 0.0

純資産合計   21,781 41.1

負債純資産合計   52,938 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   35,880 100.0 39,182 100.0

Ⅱ 売上原価 ※2   25,970 72.4 27,592 70.4

売上総利益   9,910 27.6 11,589 29.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1      

１ 販売費 4,349 4,616    

２ 一般管理費 ※2 975 5,324 14.8 1,117 5,734 14.7

営業利益   4,585 12.8 5,855 14.9

Ⅳ 営業外収益      

１ 受取利息 3 10    

２ 受取配当金 26 43    

３ 受取生命保険金 
  及び配当金等 

4 4    

４ 連結調整勘定償却額 0 ―    

５ 負ののれん償却額 ― 0    

６ 為替差益 0 14    

７ その他 18 54 0.1 15 89 0.3

Ⅴ 営業外費用      

１ 支払利息 221 155    

２ たな卸資産廃却損 179 108    

３ たな卸資産評価損 54 60    

４ その他 83 539 1.5 73 398 1.0

経常利益   4,100 11.4 5,546 14.2

Ⅵ 特別利益      

１ 投資有価証券売却益 ― 56    

２ 貸倒引当金戻入益 5 8    

３ 有形固定資産売却益 ※3 1 6 0.0 1 65 0.2

Ⅶ 特別損失      

１ 有形固定資産処分損 ※4 49 33    

２ 投資有価証券売却損 ― 20    

３ 投資有価証券評価損 ― 13    

４ 役員退職金引当金繰入額 33 ―    

５ 減損損失 ※5 32 ―    

６ その他 3 117 0.3 ― 67 0.2

税金等調整前 
当期純利益 

  3,988 11.1 5,545 14.2

法人税、住民税 
及び事業税 

1,251 2,472    

法人税等調整額 △152 1,098 3.1 △168 2,304 5.9

少数株主利益   4 0.0 3 0.0

当期純利益   2,885 8.0 3,237 8.3



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

    
前連結会計年度

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   954 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   954 

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △67 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 １ 土地再評価差額金取崩額   15   

 ２ 当期純利益   2,885 2,901 

Ⅲ 利益剰余金期末残高   2,834 



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自平成18年4月1日 至平成19年3月31日) 

  

  

（注） 平成18年3月期の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 5,782 954 2,834 △39 9,531 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △221   △221 

 剰余金の配当     △221   △221 

 役員賞与（注）     △18   △18 

 当期純利益     3,237   3,237 

 自己株式の取得       △22 △22 

 自己株式の処分   0   0 1 

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― 0 2,776 △22 2,754 

平成19年3月31日残高(百万円) 5,782 955 5,610 △61 12,286 

  

評価・換算差額等 
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 1,498 ― 8,278 △18 9,758 17 19,307 

連結会計年度中の変動額               

 剰余金の配当（注）             △221 

 剰余金の配当             △221 

 役員賞与（注）             △18 

 当期純利益             3,237 

 自己株式の取得             △22 

 自己株式の処分             1 

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額) △272 △15 ― 3 △284 3 △280 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △272 △15 ― 3 △284 3 2,473 

平成19年3月31日残高(百万円) 1,225 △15 8,278 △15 9,474 20 21,781 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前連結会計年度

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１ 税金等調整前当期純利益   3,988 5,545 

２ 減価償却費   474 548 

３ 減損損失   32 ― 

４ 連結調整勘定償却額   △0 ― 

５ 負ののれん償却額   ― △0 

６ 貸倒引当金の増減額(△は減少)   △10 △8 

７ 賞与引当金の増減額(△は減少)   123 10 

８ 役員賞与引当金の増減額(△は減少)   ― 46 

９ 退職給付引当金の増減額(△は減少)   213 293 

10 受取利息及び受取配当金   △29 △54 

11 支払利息   221 155 

12 有形固定資産売却益   △1 △1 

13 有形固定資産処分損   49 33 

14 投資有価証券売却益   ― △56 

15 投資有価証券売却損   ― 20 

16 投資有価証券評価損   ― 13 

17 売上債権の増減額(△は増加)   △1,406 △1,852 

18 たな卸資産の増減額(△は増加)   △216 △1,617 

19 仕入債務の増減額(△は減少)   1,240 1,101 

20 その他   △198 258 

小計   4,481 4,435 

21 利息及び配当金の受取額   29 54 

22 利息の支払額   △194 △148 

23 法人税等の支払額   △299 △1,677 

営業活動によるキャッシュ・フロー   4,017 2,665 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１ 定期預金の預入れによる支出   △99 △71 

２ 定期預金の払戻しによる収入   210 99 

３ 有形固定資産の取得による支出   △884 △967 

４ 有形固定資産の売却による収入   10 47 

５ 無形固定資産の取得による支出   △5 △3 

６ 投資有価証券の取得による支出   △50 △34 

７ 投資有価証券の売却による収入   ― 98 

８ 貸付による支出   △4 ― 

９ 貸付金の回収による収入   10 5 

10 その他   △101 △13 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △915 △839 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

１ 短期借入金の純増減額(△は減少)   △1,476 △713 

２ 長期借入れによる収入   3,250 1,500 

３ 長期借入金の返済による支出   △4,522 △1,765 

４ 配当金の支払   ― △442 

５ その他   30 △58 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △2,718 △1,480 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   11 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少)   394 345 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   5,938 6,333 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   6,333 6,678 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前連結会計年度
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数4社 

    連結子会社名は、「第1企業の概況 4関係会社

の状況」に記載しているため省略しております。 

    連結子会社㈱大阪機工サービスセンターと連結

子会社㈱オーケーケーキャスティング(存続会社)

が平成17年10月1日を期して合併し、㈱オーケー

ケーエンジニアリングとなりました。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数4社 

    連結子会社名は、「第1企業の概況 4関係会社

の状況」に記載しているため省略しております。 

  

 (2) 非連結子会社の名称 

    大機金型工業㈱ 

    ＯＫＫ Ｅｕｒｏｐｅ ＧｍｂＨ 

 (2) 非連結子会社の名称 

    ＯＫＫ Ｅｕｒｏｐｅ ＧｍｂＨ 

    大阪机工(上海)商貿有限公司 

 (連結の範囲から除いた理由) 

  非連結子会社2社はいずれも小規模であり、合計の

総資産・売上高・当期純損益及び利益剰余金等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

 (連結の範囲から除いた理由) 

  同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

   持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の

名称 

 (1) 非連結子会社の名称 

    大機金型工業㈱ 

    ＯＫＫ Ｅｕｒｏｐｅ ＧｍｂＨ 

２ 持分法の適用に関する事項 

   持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の

名称 

 (1) 非連結子会社の名称 

    ＯＫＫ Ｅｕｒｏｐｅ ＧｍｂＨ 

    大阪机工(上海)商貿有限公司 

 (2) 関連会社の名称 

    THAI OKK MACHINERY CO., LTD. 

    天津ＯＫＫ機械有限公司 

    大連華凱机床有限公司 

 (2) 関連会社の名称 

  同左 

 (持分法を適用しない理由) 

  持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外し

ております。 

 (持分法を適用しない理由) 

  同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

   連結子会社の決算日は、連結決算日と一致してお

ります。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

      連結決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

      連結決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定) 

    時価のないもの 

     移動平均法に基づく原価法 

    時価のないもの 

    同左 

  ②デリバティブ取引により生じる債権及び債務 

   時価法 

  ②デリバティブ取引により生じる債権及び債務 

   同左 



  
前連結会計年度

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

  ③たな卸資産 

   ａ製品・仕掛品 

    主として個別法に基づく原価法 

  ③たな卸資産 

   ａ製品・仕掛品 

    同左 

   ｂ半製品・原材料・貯蔵品 

    主として総平均法に基づく原価法 

   ｂ半製品・原材料・貯蔵品 

    同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産(国内法人のみ) 

    建物は定額法、建物以外については定率法によ

っております。 

    なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産(国内法人のみ) 

    建物は定額法、建物以外については定率法によ

っております。 

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

   建物及び構築物      15～50年 

   機械装置及び運搬具  4～10年 

  ②無形固定資産(国内法人のみ) 

    定額法によっております。 

    なお、耐用年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。 

    ただし、自社利用のソフトウエアについては、

自社利用可能期間(５年)に基づく定額法によって

おります。 

  ②無形固定資産(国内法人のみ) 

   同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

    売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

   同左 

  ②賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額

(うち当連結会計年度に帰属する額)を計上してお

ります。 

  ②賞与引当金 

   同左 

―――   ③役員賞与引当金(国内法人のみ) 

    役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を

計上しております。 

    (会計処理の変更) 

    当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第4号)を適用しております。 

    この結果、従来の方法に比べて営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益が、46百万円減

少しております。 

    なお、セグメント情報に与える影響について

は、当該箇所に記載しております。 

  ③製品保証引当金 

    工作機械、水道メーター、ドアフレームのアフ

ターサービス費等に備えるため、売上高を基準と

して、過去の経験率により算定した額を計上して

おります。 

  ④製品保証引当金 

   同左 



  
前連結会計年度

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

  ④退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。 

    会計基準変更時差異については、15年による按

分額を費用処理しております。 

    数理計算上の差異については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10年)に

よる按分額を翌連結会計年度より費用処理してお

ります。 

  ⑤退職給付引当金 

   同左 

  ⑤役員退職金引当金 

    役員の退職金の支給に充てるため、提出会社及

び連結子会社3社は、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

    (会計処理の変更) 

    連結子会社㈱オーケーケーキャスティングの役

員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理

しておりましたが、平成17年10月1日に連結子会

社㈱大阪機工サービスセンターと合併したことに

伴い、存続会社である㈱オーケーケーキャスティ

ング（現㈱オーケーケーエンジニアリング）の役

員退職金規程の整備改定を行った事により、役員

の在任期間にわたり費用配分し期間損益の適正化

を図ること、親子会社の会計処理を統一する観点

から、当連結会計年度より内規に基づく要支給額

を役員退職金引当金として計上する方法に変更し

ております。 

    この変更により、当連結会計年度の発生額3百

万円は販売費及び一般管理費へ、過年度分相当額

33百万円は特別損失に計上しております。 

    この結果、従来と同一の方法を採用した場合と

比べ、営業利益及び経常利益は3百万円、税金等

調整前当期純利益は36百万円減少しております。 

    なお、セグメント情報に与える影響について

は、当該箇所に記載しております。 

  ⑥役員退職金引当金 

    役員の退職金の支給に充てるため、提出会社及

び連結子会社3社は、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

    外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

    なお、在外子会社の資産、負債、収益及び費用

は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘

定に含めております。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

    外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

    なお、在外子会社の資産、負債、収益及び費用

は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整

勘定に含めております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

    原則として繰延ヘッジ処理によっております。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約に

ついては振当処理に、特例処理の要件を満たして

いる金利スワップ取引については特例処理によっ

ております。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

   同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ

手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

   ａヘッジ手段…為替予約 

    ヘッジ対象…製品輸出による外貨建売上債権 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ

手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

   ａ同左 

   ｂヘッジ手段…金利スワップ等 

    ヘッジ対象…借入金利息 

   ｂ同左 

  ③ヘッジ方針 

    輸出取引に係る為替変動のリスクに備えるため

のみに、輸出実績を踏まえながらその残高の範囲

内で為替予約取引を行っております。また、借入

金の調達金利を固定化し変動リスクを回避するた

め金利スワップ取引等を行っております。 

  ③ヘッジ方針 

   同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変

動額の累計額を比較して、有効性を判定すること

にしております。ただし、特例処理によっている

金利スワップについては、有効性の評価を省略し

ております。 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

   同左 

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価については、全

面時価評価法を採用しております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

   連結調整勘定の償却については、５年間の均等償

却を行っております。 

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

   のれん及び負ののれんの償却については、５年間

の均等償却を行っております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分又は損

失処理について、連結会計年度中に確定した利益処

分又は損失処理に基づいて作成しております。 

――― 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から3ケ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなります。 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日)）及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第6号）を適用しております。 

 これにより、税金等調整前当期純利益が32百万円減少

しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響については、当該

箇所に記載しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

21,775百万円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。 

前連結会計年度
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

（連結損益計算書） 

 「たな卸資産評価損」は、営業外費用の合計額の

10/100を超えたため、区分掲記しております。なお、前

連結会計年度は営業外費用の「その他」に31百万円含ま

れております。 

（連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書） 

 「連結調整勘定償却額」は、連結財務諸表規則の改正

により、当連結会計年度から「負ののれん償却額」とし

て表示しております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  
前連結会計年度 

(平成18年3月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年3月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 18,186百万円 有形固定資産の減価償却累計額 18,097百万円 

※２ 非連結子会社及び関連会社に係る注記 

 各科目に含まれております非連結子会社及び関連

会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 10百万円

投資その他の資産のその他(出資金) 197

非連結子会社及び関連会社に係る注記 

 各科目に含まれております非連結子会社及び関連

会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 18百万円

投資その他の資産のその他(出資金) 226  

※３  土地の再評価に関する法律(平成10年3月31日公布

法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に

計上しております。 

 土地の再評価に関する法律(平成10年3月31日公布

法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部

に計上しております。 

  ・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令

(平成10年3月31日公布政令第119号)第2条第4号に

定める地価税の計算のために公表された方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算出して

おります。 

・再評価を行った年月日 平成12年3月31日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 

  △7,109百万円

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令

(平成10年3月31日公布政令第119号)第2条第4号に

定める地価税の計算のために公表された方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算出して

おります。 

・再評価を行った年月日 平成12年3月31日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 

△7,117百万円

※４ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

現金及び預金 10百万円

建物及び構築物 1,508

機械装置及び運搬具 358

土地 15,034

投資有価証券 325

計 17,235

担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物及び構築物 1,798百万円

機械装置及び運搬具 340  

土地 15,034  

計 17,173  

   担保付債務は次のとおりであります。 

   上記のほか、提出会社においてワランティボ

ンド発行のため、預金4百万円を担保に供して

おります。 

短期借入金 2,000百万円

長期借入金 4,215

(うち１年以内返済予定額 1,119)

計 6,215

 担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 600百万円

長期借入金 3,767  

(うち１年以内返済予定額 1,087)   

計 4,367  

 ５ 受取手形割引高 1,454百万円 受取手形割引高 1,186百万円

※６ ―――  期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれ

ております。 

受取手形 66百万円

割引手形 108  

支払手形 1,373  



  

  

(連結損益計算書関係) 

  

  
前連結会計年度 

(平成18年3月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年3月31日) 

※７ 自己株式の保有数 普通株式 217,838株

発行済株式総数 普通株式 74,058千株

――― 

 ８ ―――  提出会社においては、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行4行と貸出コミットメント契約を

締結しております。 

 当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 2,000百万円

借入実行残高 －  

差引額 2,000  

  
前連結会計年度 

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目の内訳 

給料・手当・賞与 1,568百万円

運送費 1,344 

研究開発費 100 

減価償却費 78 

製品保証引当金繰入額 124 

賞与引当金繰入額 169 

退職給付費用 214 

役員退職金引当金繰入額 22 

販売費及び一般管理費の主要な費目の内訳 

給料・手当・賞与 1,616百万円

運送費 1,499  

研究開発費 121  

減価償却費 83  

製品保証引当金繰入額 123  

賞与引当金繰入額 167  

役員賞与引当金繰入額 46  

退職給付費用 210  

役員退職金引当金繰入額 28  

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

  176百万円

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

170百万円

※３  有形固定資産売却益は、機械装置及び運搬具の売

却益1百万円であります。 

 有形固定資産売却益は、機械装置及び運搬具の売

却益1百万円であります。 

※４  有形固定資産処分損の主なものは、建物及び構築

物28百万円、機械装置及び運搬具17百万円でありま

す。 

 有形固定資産処分損の主なものは、建物及び構築

物6百万円、機械装置及び運搬具26百万円でありま

す。 

※５  当社グループは、以下の資産について、減損損失

を計上しました。 

 (経緯) 

   上記については、従業員の社宅として取得し

ましたが、近年入居希望者が減少し今後の利用

計画も無く、売却の意思決定を行ったため、減

損損失を認識いたしました。 

 (グルーピングの方法) 

   原則として、事業所別に区分しております

が、遊休資産については、個々の物件を単位と

しております。 

 (回収可能額の算定方法) 

   正味売却価額により測定されており、第三者

による合理的に算定された市場価格に基づき評

価しおります。 

用途 種類 場所 
金額

(百万円) 

社宅 土地 千葉県柏市 32

――― 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自平成18年4月1日 至平成19年3月31日） 

１ 発行済株式及び自己株式に関する事項 

(注) 自己株式の増加は全て単元未満株式の買取りによるものであり、減少は全て単元未満株式の売渡請求に係る売渡しによるも

のであります。 

  

２ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

発行済株式         

 普通株式(株) 74,058,168 ― ― 74,058,168 

自己株式         

 普通株式(株) 217,838 56,779 3,075 271,542 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 221 3 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

平成18年11月17日 
取締役会 

普通株式 221 3 平成18年9月30日 平成18年12月8日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年6月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 295 4 平成19年3月31日 平成19年6月29日 

前連結会計年度
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,432百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △99  

現金及び現金同等物 6,333  

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 6,749百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △71  

現金及び現金同等物 6,678  



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

622 267 354

その他 
(工具、器具 
及び備品) 

167 80 87

計 790 347 442

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬具 

1,061 394 666 

その他
(工具、器具 
及び備品) 

230 106 123 

計 1,292 501 790 

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

 (注) 同左 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 125百万円

１年超 316  

合計 442  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 199百万円 

１年超 591  

合計 790  

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

 (注) 同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 125百万円

減価償却費相当額 125  

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 175百万円 

減価償却費相当額 175  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) １ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

２ 減損処理にあたっては、期末時の下落率が50％以上の銘柄については全て減損処理を行い、期末時の下落率が30％以上

50％未満の銘柄については個別に回復可能性を判定し、回復可能性がないものについて減損処理を行うこととしておりま

す。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) 当連結会計年度において、13百万円の減損処理を行っております。 

  

区分 

前連結会計年度
(平成18年3月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年3月31日) 

取得原価 
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

    

 株式 1,584 4,123 2,538 1,403 3,476 2,073

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

    

 株式 34 22 △11 179 173 △5

 債券 102 101 △0 102 101 △1

小計 136 123 △12 281 274 △6

合計 1,720 4,247 2,526 1,684 3,751 2,066

区分 
前連結会計年度

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

売却額(百万円) ― 98

売却益の合計額(百万円) ― 56

売却損の合計額(百万円) ― 20

区分 

前連結会計年度
(平成18年3月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年3月31日) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

その他有価証券 非上場株式 82 69



(デリバティブ取引関係) 

※デリバティブ取引を行っているのは提出会社のみであり、次の各項に関しては提出会社について記載しておりま

す。 

１ 取引の状況に関する事項 

  

前連結会計年度
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

(1) 取引の内容及び利用目的 

   通貨関連では、輸出取引に係る為替の変動リスク

を回避するため、先物為替予約取引を行っておりま

す。また、金利関連では、長期借入金の調達金利の

変動リスクを回避するために金利キャップ取引を、

調達金利を固定化させるために金利スワップ取引を

行っております。 

   なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。 

(1) 取引の内容及び利用目的 

  同左 

  (ヘッジ手段とヘッジ対象) 

   当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

  ａヘッジ手段…為替予約 

   ヘッジ対象…製品輸出による外貨建売上債権 

  (ヘッジ手段とヘッジ対象) 

   当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

  ａ同左 

  ｂヘッジ手段…金利スワップ等 

   ヘッジ対象…借入金利息 

  ｂ同左 

  (ヘッジ方針) 

   輸出取引に係る為替変動のリスクに備えるための

みに、輸出実績を踏まえながらその残高の範囲内で

為替予約取引を行っております。また、借入金の調

達金利を固定化し変動リスクを回避するため金利ス

ワップ取引等を行っております。 

  (ヘッジ方針) 

   同左 

  (ヘッジ有効性評価の方法) 

   ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動

額の累計額を比較して、有効性を判定することにし

ております。ただし、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価を省略しておりま

す。 

  (ヘッジ有効性評価の方法) 

   同左 

(2) 取引に対する取組方針 

   通貨関連におけるデリバティブ取引については、

輸出実績を踏まえながら外貨建売掛金残高の範囲で

行い、また、金利関連におけるデリバティブ取引に

ついては、実質的な調達コストの削減を目的として

行い、投機目的のデリバティブ取引は行わないこと

としております。 

(2) 取引に対する取組方針 

  同左 

(3) 取引に係るリスクの内容 

   通貨関連におけるデリバティブ取引については、

為替相場の変動リスクを有し、金利関連におけるデ

リバティブ取引については、市場金利の変動リスク

を有しております。 

   デリバティブ取引の契約先は、通貨関連及び金利

関連とも信用度の高い国内の銀行であるため、契約

不履行によるリスクはないと考えております。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

  同左 



  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

金利関連 

  

(注) １ 時価の算定方法…契約している金融機関から提示された価格によっております。 

２ 上記における契約額等は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではありません。 

３ 特例処理及びヘッジ会計を適用したものについては、記載対象から除いております。なお、前連結会計年度末について

は、当該対象がないため記載しておりません。 

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

   先物為替予約取引については、経理担当取締役の

承認を得て、また、それ以外のデリバティブ取引に

ついては稟議決裁を得て経理部で行っております。 

   なお、取引に関する社内管理規程は、特に設けて

おりません。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

  同左 

区分 種類 

当連結会計年度末
(平成19年3月31日) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

市場取 
引以外 
の取引 

金利スワップ取引   

 受取変動・支払固定 500 500 14 0



(退職給付関係) 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   確定給付型の制度として、適格退職年金制度、総

合設立型の厚生年金基金制度及び退職一時金制度を

設けております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   同左 

２ 退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 △5,465百万円

②年金資産 348  

③未積立退職給付債務(①＋②) △5,116  

④会計基準変更時差異の未処理額 1,890  

⑤未認識数理計算上の差異 400  

⑥退職給付引当金(③＋④＋⑤) △2,825  

２ 退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 △5,565百万円

②年金資産 368  

③未積立退職給付債務(①＋②) △5,196  

④会計基準変更時差異の未処理額 1,701  

⑤未認識数理計算上の差異 376  

⑥退職給付引当金(③＋④＋⑤) △3,119  

 (注)１ 連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 

   ２ 上記のほか、総合設立の厚生年金基金制度を

採用しております連結子会社の年金資産は

131百万円であります。 

 (注)１ 連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 

   ２ 上記のほか、総合設立の厚生年金基金制度を

採用しております連結子会社の年金資産は

125百万円であります。 

３ 退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 228百万円

②利息費用 95  

③期待運用収益 △4  

④会計基準変更時差異の費用処理額 189  

⑤数理計算上の差異の費用処理額 73  

⑥退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤) 581  

３ 退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 259百万円

②利息費用 93  

③期待運用収益 △4  

④会計基準変更時差異の費用処理額 189  

⑤数理計算上の差異の費用処理額 68  

⑥退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤) 606  

 (注) 簡便法を採用しております連結子会社の退職給

付費用は、「①勤務費用」に計上しておりま

す。 

 (注) 簡便法を採用しております連結子会社の退職給

付費用は、「①勤務費用」に計上しておりま

す。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  (発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

による按分額を翌連結会計年度より費用処理する方

法) 

①退職給付見込額の期間配分の方法 期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 3.0％

④数理計算上の差異の処理年数 10年

⑤会計基準変更時差異の処理年数 15年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

   同左 



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成18年3月31日) 

当連結会計年度
(平成19年3月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

(繰延税金資産)  

 たな卸資産評価損 121百万円

 賞与引当金 171  

 貸倒引当金 204  

 投資有価証券評価損 576  

 退職給付引当金 1,114  

 役員退職金引当金 54  

 未払事業税 83  

 たな卸資産未実現利益 164  

 その他 171  

繰延税金資産小計 2,663  

評価性引当額 △1,789  

繰延税金資産合計 873  

(繰延税金負債)    

 その他有価証券評価差額金 △1,028  

 その他 △3  

繰延税金負債合計 △1,031  

繰延税金負債の純額 △157  

(再評価に係る繰延税金資産) 202  

評価性引当額 △202  

再評価に係る繰延税金資産合計 ―  

(再評価に係る繰延税金負債) △6,007  

再評価に係る繰延税金負債の純額 △6,007  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

(繰延税金資産)    

たな卸資産評価損 119百万円

賞与引当金 174  

貸倒引当金 103  

投資有価証券評価損 569  

退職給付引当金 1,238  

役員退職金引当金 60  

未払事業税 143  

たな卸資産未実現利益 249  

その他 186  

繰延税金資産小計 2,846  

評価性引当額 △1,799  

繰延税金資産合計 1,046  

(繰延税金負債)    

その他有価証券評価差額金 △840  

その他 △8  

繰延税金負債合計 △849  

繰延税金資産の純額 197  

(再評価に係る繰延税金資産) 202  

評価性引当額 △202  

再評価に係る繰延税金資産合計 ―  

(再評価に係る繰延税金負債) △6,007  

再評価に係る繰延税金負債の純額 △6,007  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.63% 

(調整)    
 交際費等永久に損金に算入されな
い項目 0.23  

 住民税均等割 0.59  

 未実現利益税効果未認識額 △2.23  

 評価性引当額 △11.18  

 その他 △0.50  
税効果会計適用後の法人税等の負担
率 27.54  
     

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が、法定実効税率の5/100以下であるた

め、注記を省略しております。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年4月1日 至平成18年3月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

・工作機械…マシニングセンタ・グラインディングセンタ・汎用工作機械・専用工作機械 

・水道メーター…水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディターミナル 

・その他…繊維機械・建築用金物 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(164百万円)の主なものは、提出会社本社の管理部門の

費用の一部であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(11,695百万円)の主なものは、提出会社での余資運用資金(現金及び

預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

５ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中の会計処理の変更に記載のとおり、連結子会社㈱オーケーケーキャス

ティング(現㈱オーケーケーエンジニアリング)の役員退職慰労金について、当連結会計年度より内規に基づく要支給額を

役員退職金引当金として計上する方法に変更しております。この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益は「工

作機械」が2百万円、「その他」が0百万円、それぞれ減少しております。 

  

  
工作機械 
(百万円) 

水道
メーター 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

33,233 1,568 1,078 35,880 ― 35,880

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 33,233 1,568 1,078 35,880 ― 35,880

営業費用 28,530 1,611 988 31,130 164 31,295

営業利益又は営業損失(△) 4,703 △43 90 4,750 (164) 4,585

Ⅱ 資産、減価償却費、減損 
損失及び資本的支出 

    

資産 36,210 912 611 37,734 11,695 49,429

減価償却費 430 32 6 469 4 474

減損損失 ― ― ― ― 32 32

資本的支出 765 65 12 843 0 843



当連結会計年度(自平成18年4月1日 至平成19年3月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

・工作機械…マシニングセンタ・フライス盤・専用工作機械 

・水道メーター…水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディターミナル 

・その他…繊維機械・建築用金物 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(179百万円)の主なものは、提出会社本社の管理部門の

費用の一部であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(11,740百万円)の主なものは、提出会社での余資運用資金(現金及び

預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

５ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中の会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第4号)を適用しております。この結果、従来の

方法によった場合に比べ、営業利益は「工作機械」が43百万円、「水道メーター」が1百万円、「その他」が1百万円、そ

れぞれ減少しております。 

  

  
工作機械 
(百万円) 

水道
メーター 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

36,854 1,420 907 39,182 ― 39,182

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 36,854 1,420 907 39,182 ― 39,182

営業費用 30,789 1,537 820 33,147 179 33,327

営業利益又は営業損失(△) 6,065 △116 86 6,034 (179) 5,855

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

    

資産 39,586 884 725 41,197 11,740 52,938

減価償却費 511 28 8 547 1 548

資本的支出 949 36 2 988 0 988



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年4月1日 至平成18年3月31日) 

  

(注) １ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(164百万円)の主なものは、提出会社本社の管理部門の

費用の一部であります。 

２ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(11,695百万円)の主なものは、提出会社での余資運用資金(現金及び

預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

３ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中の会計処理の変更に記載のとおり、連結子会社㈱オーケーケーキャス

ティング(現㈱オーケーケーエンジニアリング)の役員退職慰労金について、当連結会計年度より内規に基づく要支給額を

役員退職金引当金として計上する方法に変更しております。この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益は「日

本」が3百万円減少しております。なお、「米国」への影響はありません。 

  

当連結会計年度(自平成18年4月1日 至平成19年3月31日) 

  

(注) １ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(179百万円)の主なものは、提出会社本社の管理部門の

費用の一部であります。 

２ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(11,740百万円)の主なものは、提出会社での余資運用資金(現金及び

預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  
日本 

(百万円) 
米国

(百万円) 
計

(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 29,353 6,526 35,880 ― 35,880

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

5,492 8 5,501 (5,501) ―

計 34,846 6,535 41,381 (5,501) 35,880

営業費用 30,588 6,042 36,630 (5,335) 31,295

営業利益 4,258 493 4,751 (165) 4,585

Ⅱ 資産 37,564 3,508 41,073 8,356 49,429

  
日本 

(百万円) 
米国

(百万円) 
計

(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 32,793 6,388 39,182 ― 39,182

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

5,479 0 5,479 (5,479) ―

計 38,272 6,389 44,662 (5,479) 39,182

営業費用 32,470 6,093 38,563 (5,236) 33,327

営業利益 5,801 296 6,098 (243) 5,855

Ⅱ 資産 40,735 4,874 45,609 7,328 52,938



３ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中の会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第4号)を適用しております。この結果、従来の

方法によった場合に比べ、営業利益は「日本」が46百万円減少しております。なお、「米国」への影響はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成17年4月1日 至平成18年3月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米…アメリカ 

(2) アジア…中国・タイ・マレーシア 

(3) その他の地域…イタリア・フランス・オランダ 

３ 海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自平成18年4月1日 至平成19年3月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米…アメリカ 

(2) アジア…中国・韓国・タイ 

(3) その他の地域…イタリア・フランス・ドイツ 

３ 海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【関連当事者との取引】 

該当事項はありません。 

  

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高(百万円) 6,550 3,567 1,808 11,925

Ⅱ連結売上高(百万円)   35,880

Ⅲ連結売上高に占める 
 海外売上高の割合(％) 

18.3 9.9 5.0 33.2

  北米 アジア その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高(百万円) 7,207 3,089 2,429 12,726

Ⅱ連結売上高(百万円)   39,182

Ⅲ連結売上高に占める 
 海外売上高の割合(％) 

18.4 7.9 6.2 32.5



(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり当期純利益 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

１株当たり純資産額 261.00円 １株当たり純資産額 294.91円

１株当たり当期純利益 38.82 １株当たり当期純利益 43.86 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 同左 

項目 
前連結会計年度
(平成18年3月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年3月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) ― 21,781

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 21,760

差額の内訳(百万円) 

 少数株主持分 

  

― 

  

20 

普通株式の発行済株式数(株) ― 74,058,168

普通株式の自己株式数(株) ― 271,542

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(株) ― 73,786,626

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 2,885 3,237

普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,867 3,237

普通株主に帰属しない金額(百万円) 

 利益処分による役員賞与金 

  

18 

  

― 

普通株式の期中平均株式数(株) 73,865,746 73,815,549



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(1年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後5年以内における返済予定額は以下のとおりであります。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 2,653 1,940 1.3 ― 

1年以内に返済予定の長期借入金 1,119 1,155 2.4 ― 

長期借入金(1年以内に返済予定の
ものを除く) 

3,096 2,795 2.4
 平成20年7月～ 

  平成23年9月 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 6,869 5,890 ― ― 

  
1年超2年以内 
(百万円) 

2年超3年以内
(百万円) 

3年超4年以内
(百万円) 

4年超5年以内 
(百万円) 

長期借入金 1,093 897 620 185



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
前事業年度

(平成18年3月31日) 
当事業年度 

(平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金 ※4   5,567 5,499  

２ 受取手形 ※2.6   2,568 2,903  

３ 売掛金 ※2   8,553 10,189  

４ 製品   474 896  

５ 半製品   1,351 1,442  

６ 原材料   12 17  

７ 仕掛品   3,902 4,600  

８ 前払費用   54 41  

９ 繰延税金資産   607 354  

10 関係会社短期貸付金   495 ―  

11 その他   574 90  

貸倒引当金   △507 △3  

流動資産合計   23,654 50.7 26,030 53.2

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産 ※1      

(1) 建物 ※4   1,585 1,850  

(2) 構築物   123 129  

(3) 機械及び装置 ※4   754 848  

(4) 車両運搬具   9 7  

(5) 工具、器具及び備品   325 380  

(6) 土地 ※3.4   15,062 15,053  

(7) 建設仮勘定   81 21  

  有形固定資産合計   17,942 38.5 18,291 37.4

２ 無形固定資産      

(1) ソフトウエア   4 5  

(2) 電話加入権   15 15  

(3) その他   12 11  

  無形固定資産合計   31 0.1 32 0.1



  

  
前事業年度

(平成18年3月31日) 
当事業年度 

(平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ※4   4,068 3,646  

(2) 関係会社株式   563 570  

(3) 関係会社出資金   197 226  

(4) 従業員長期貸付金   34 29  

(5) 関係会社長期貸付金   35 23  

(6) 破産債権・更生債権 
  その他これらに準ずる 
  債権 

  20 514  

(7) 長期前払費用   0 0  

(8) その他   101 82  

貸倒引当金   △24 △518  

  投資その他の資産合計   4,997 10.7 4,576 9.3

  固定資産合計   22,971 49.3 22,899 46.8

資産合計   46,626 100.0 48,930 100.0



  

  
前事業年度

(平成18年3月31日) 
当事業年度 

(平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形 ※2.6   8,583 9,891  

２ 買掛金 ※2   2,932 2,611  

３ 短期借入金 ※4   2,735 1,368  

４ 未払金   361 354  

５ 未払費用   557 540  

６ 未払法人税等   1,041 1,671  

７ 前受金   3 46  

８ 預り金   20 54  

９ 賞与引当金   372 361  

10 役員賞与引当金   ― 36  

11 製品保証引当金   108 107  

流動負債合計   16,717 35.8 17,044 34.8

Ⅱ 固定負債      

１ 長期借入金 ※4   2,166 2,105  

２ 繰延税金負債   953 506  

３ 再評価に係る 
  繰延税金負債 

※3   6,007 6,007  

４ 退職給付引当金   2,376 2,655  

５ 役員退職金引当金   88 93  

６ その他   13 14  

固定負債合計   11,605 24.9 11,382 23.3

負債合計   28,322 60.7 28,426 58.1

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※7   5,782 12.4 ― ―

Ⅱ 資本剰余金      

１ 資本準備金   954 ―  

資本剰余金合計   954 2.0 ― ―

Ⅲ 利益剰余金      

１ 当期未処分利益   1,934 ―  

利益剰余金合計   1,934 4.2 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※3   8,278 17.8 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金   1,392 3.0 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※9   △39 △0.1 ― ―

資本合計   18,303 39.3 ― ―

負債資本合計   46,626 100.0 ― ―



  

  

  
前事業年度

(平成18年3月31日) 
当事業年度 

(平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   5,782  

２ 資本剰余金      

(1) 資本準備金   954    

(2) その他資本剰余金   0    

資本剰余金合計   955  

３ 利益剰余金      

(1) 利益準備金   46    

(2) その他利益剰余金      

別途積立金   840    

繰越利益剰余金   3,526    

利益剰余金合計   4,412  

４ 自己株式   △61  

株主資本合計   11,088 22.7

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券 
  評価差額金 

  1,151  

２ 繰延ヘッジ損益   △15  

３ 土地再評価差額金 ※3   8,278  

評価・換算差額等 
合計 

  9,415 19.2

純資産合計   20,503 41.9

負債純資産合計   48,930 100.0



② 【損益計算書】 

  

  
前事業年度

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※5   34,164 100.0 37,419 100.0

Ⅱ 売上原価 ※4.5     

１ 期首製品たな卸高 363 474   

２ 当期製品製造原価 24,514 26,504   

３ 他勘定より振受高 ※1 1,329 1,038   

計 26,207 28,016   

４ 他勘定へ振替高 ※2 93 139   

５ 期末製品たな卸高 474 25,640 75.0 896 26,981 72.1

売上総利益   8,524 25.0 10,438 27.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※3.4   4,806 14.1 5,235 14.0

営業利益   3,718 10.9 5,203 13.9

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 9 9   

２ 受取配当金 31 49   

３ 為替差益 175 95   

４ その他 11 228 0.6 14 168 0.5

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 160 103   

２ たな卸資産廃却損 167 96   

３ たな卸資産評価損 54 60   

４ その他 69 452 1.3 72 333 0.9

経常利益   3,494 10.2 5,037 13.5



  

  

  
前事業年度

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益     

１ 投資有価証券売却益 ― 56   

２ 貸倒引当金戻入益 4 9   

３ 有形固定資産売却益 ※6 0 5 0.0 1 66 0.1

Ⅶ 特別損失     

１ 有形固定資産処分損 ※7 39 30   

２ 投資有価証券評価損 ― 13   

３ 減損損失 ※8 32 71 0.2 ― 43 0.1

税引前当期純利益   3,428 10.0 5,061 13.5

法人税、住民税 
及び事業税 

1,020 2,155   

法人税等調整額 △12 1,008 2.9 △28 2,127 5.7

当期純利益   2,420 7.1 2,933 7.8

前期繰越損失   501   

土地再評価差額金取崩額   15   

当期未処分利益   1,934   



製造原価明細書 

  

  

(注) 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 18,691 75.8 20,773 75.6

Ⅱ 労務費 2,563 10.4 2,610 9.5

Ⅲ 経費 3,410 13.8 4,107 14.9

(外注加工費) (2,292) (2,842)  

(減価償却費) (312) (379)  

当期総製造費用 24,664 100.0 27,490 100.0

他勘定より振受高 ※2 26 54  

期首仕掛品たな卸高 4,059 3,902  

合計 28,751 31,447  

期末仕掛品たな卸高 3,902 4,600  

他勘定へ振替高 ※3 334 342  

当期製品製造原価 24,514 26,504  

  
前事業年度 

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

 １  当社の原価計算の方法は、個別原価計算を採用し

ております。製造費用は原価要素別に計算し、直接

費は各製造番号に賦課し、その他の間接費は製造部

門と補助部門の別に把握して補助部門の集計額は、

これを製造部門へ配賦したうえ、直接作業時間によ

って各製造番号に配賦して、製品原価を計算してお

ります。 

 同左 

※２ 仕掛品の他勘定より振受高の内訳 

有形固定資産 26百万円

仕掛品の他勘定より振受高の内訳 

有形固定資産 54百万円

※３ 仕掛品の他勘定へ振替高の内訳 

研究開発費 100百万円

廃却損 144 

評価損 43 

販売費及び一般管理費他 45 

計 334 

仕掛品の他勘定へ振替高の内訳 

研究開発費 121百万円

廃却損 88  

評価損 40  

販売費及び一般管理費他 91  

計 342  



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

   
前事業年度

(平成18年6月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益  1,934

Ⅱ 利益処分額  

１ 利益準備金  24

２ 配当金  221

３ 役員賞与金 
  (うち監査役賞与金) 

 
13
(2)

４ 任意積立金  

(1) 別途積立金  840 1,098

Ⅲ 次期繰越利益  836



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自平成18年4月1日 至平成19年3月31日) 

  

  

  

（注） 平成18年3月期の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本

資本金 
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 
平成18年3月31日残高(百万円) 5,782 954 ― 954

事業年度中の変動額        

 剰余金の配当（注）        

 剰余金の配当        

 役員賞与（注）        

 利益準備金の積立（注）        

 利益準備金の積立        

 別途積立金の積立（注）        

 当期純利益        

 自己株式の取得        

 自己株式の処分     0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)        

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 0 0

平成19年3月31日残高(百万円) 5,782 954 0 955

  

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年3月31日残高(百万円) ― ― 1,934 1,934 △39 8,632

事業年度中の変動額            

 剰余金の配当（注）     △221 △221   △221

 剰余金の配当     △221 △221   △221

 役員賞与（注）     △13 △13   △13

 利益準備金の積立（注） 23   △23 ―   ―

 利益準備金の積立 23   △23 ―   ―

 別途積立金の積立（注）   840 △840 ―   ―

 当期純利益     2,933 2,933   2,933

 自己株式の取得         △22 △22

 自己株式の処分         0 1

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)            

事業年度中の変動額合計(百万円) 46 840 1,591 2,477 △22 2,456

平成19年3月31日残高(百万円) 46 840 3,526 4,412 △61 11,088

  
評価・換算差額等

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 1,392 ― 8,278 9,671 18,303

事業年度中の変動額          

 剰余金の配当（注）         △221

 剰余金の配当         △221

 役員賞与（注）         △13

 利益準備金の積立（注）         ―

 利益準備金の積立         ―

 別途積立金の積立（注）         ―

 当期純利益         2,933

 自己株式の取得         △22

 自己株式の処分         1

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △241 △15 ― △256 △256

事業年度中の変動額合計(百万円) △241 △15 ― △256 2,199

平成19年3月31日残高(百万円) 1,151 △15 8,278 9,415 20,503



重要な会計方針 

  

前事業年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法に基づく原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

   同左 

 (2) その他有価証券 

  ①時価のあるもの 

    期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

 (2) その他有価証券 

  ①時価のあるもの 

    期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

  ②時価のないもの 

   移動平均法に基づく原価法 

  ②時価のないもの 

   同左 

２ デリバティブ取引により生じる債権及び債務の評価

基準及び評価方法 

  時価法 

２ デリバティブ取引により生じる債権及び債務の評価

基準及び評価方法 

  同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 製品・仕掛品 

   個別法に基づく原価法 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 製品・仕掛品 

   同左 

 (2) 半製品・原材料 

   総平均法に基づく原価法 

 (2) 半製品・原材料 

   同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    建物は定額法、建物以外については定率法によ

っております。 

    なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    建物は定額法、建物以外については定率法によ

っております。 

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

    建物      15～50年 

    機械及び装置    10年 

 (2) 無形固定資産 

   定額法によっております。 

    なお、耐用年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。 

    ただし、自社利用のソフトウエアについては、

自社利用可能期間(５年)に基づく定額法によって

おります。 

 (2) 無形固定資産 

   同左 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  同左 

６ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。 

６ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同左 

 (2) 賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額

(うち当期に帰属する額)を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

   同左 



  
前事業年度 

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

―――  (3) 役員賞与引当金 

    役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を

計上しております。 

    (会計処理の変更) 

    当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第4号)を適用しております。 

    この結果、従来の方法に比べて営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が、36百万円減少して

おります。 

 (3) 製品保証引当金 

    工作機械のアフターサービス費等に備えるた

め、売上高を基準として過去の経験率により算定

した額を計上しております。 

 (4) 製品保証引当金 

   同左 

 (4) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計

上しております。 

    会計基準変更時差異については、15年による按

分額を費用処理しております。 

    数理計算上の差異については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10年)に

よる按分額を翌期より費用処理しております。 

 (5) 退職給付引当金 

   同左 

 (5) 役員退職金引当金 

    役員の退職金の支給に充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。 

 (6) 役員退職金引当金 

   同左 

７ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

７ リース取引の処理方法 

  同左 

８ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

    原則として繰延ヘッジ処理によっております。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約に

ついては振当処理に、特例処理の要件を満たして

いる金利スワップ取引については特例処理によっ

ております。 

８ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッ

ジ対象は以下のとおりであります。 

  ①ヘッジ手段…為替予約 

   ヘッジ対象…製品輸出による外貨建売上債権 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッ

ジ対象は以下のとおりであります。 

  ①同左 

  ②ヘッジ手段…金利スワップ等 

   ヘッジ対象…借入金利息 

  ②同左 

 (3) ヘッジ方針 

    輸出取引に係る為替変動のリスクに備えるため

のみに、輸出実績を踏まえながらその残高の範囲

内で為替予約取引を行っております。また、借入

金の調達金利を固定化し変動リスクを回避するた

め金利スワップ取引等を行っております。 

 (3) ヘッジ方針 

   同左 



  

  

会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変

動額の累計額を比較して、有効性を判定すること

にしております。ただし、特例処理によっている

金利スワップについては、有効性の評価を省略し

ております。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   同左 

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。 

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   同左 

前事業年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日)）及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6

号）を適用しております。 

 これにより、税引前当期純利益が32百万円減少してお

ります。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 

企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号）を

適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

20,518百万円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。 

前事業年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

（損益計算書関係） 

 「たな卸資産評価損」は、営業外費用の合計額の

10/100を超えたため、区分掲記しております。なお、前

期は営業外費用の「その他」に31百万円含まれておりま

す。 

 「貸倒引当金戻入益」は、特別利益の合計額の10/100

を超えたため、区分掲記しております。なお、前期は特

別利益の「その他」に5百万円含まれております。 

――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  
前事業年度 

(平成18年3月31日) 
当事業年度

(平成19年3月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 15,205百万円 有形固定資産の減価償却累計額 15,283百万円 

※２ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

受取手形及び売掛金 2,606百万円

支払手形 1,847  

買掛金 1,020  

関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

受取手形及び売掛金 3,527百万円

支払手形 3,488  

買掛金 776  

※３  土地の再評価に関する法律(平成10年3月31日公布

法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に

計上しております。 

 土地の再評価に関する法律(平成10年3月31日公布

法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部

に計上しております。 

  ・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令

(平成10年3月31日公布政令第119号)第2条第4号に

定める地価税の計算のために公表された方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算出して

おります。 

・再評価を行った年月日 平成12年3月31日 

・再評価を行った土地の当期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額 

  △7,109百万円

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令

(平成10年3月31日公布政令第119号)第2条第4号に

定める地価税の計算のために公表された方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算出して

おります。 

・再評価を行った年月日 平成12年3月31日 

・再評価を行った土地の当期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額 

  △7,117百万円

※４ 担保に供している資産 

  上記の内、工場財団設定分 

担保付債務 

   上記のほか、ワランティボンド発行のため、

預金4百万円を担保に供しております。 

建物 1,105百万円

機械及び装置 223 

土地 14,739 

投資有価証券 324 

計 16,392 

建物 1,093百万円

機械及び装置 223 

土地 14,635 

計 15,952 

短期借入金 2,000百万円

長期借入金 2,901 

 (うち１年以内返済予定額 735)

計 4,901 

担保に供している資産 

  

  上記の内、工場財団設定分 

担保付債務 

建物 1,408百万円

機械及び装置 205  

土地 14,739  

計 16,353  

建物 1,385百万円

機械及び装置 205  

土地 14,635  

計 16,227  

短期借入金 600百万円

長期借入金 2,690  

(うち１年以内返済予定額 700) 

計 3,290  

 ５ 受取手形割引高 1,430百万円 受取手形割引高 1,170百万円 

※６ ―――  期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

 なお、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれてお

ります。 

受取手形 61百万円

割引手形 100  

支払手形 1,583  



  

  

(損益計算書関係) 

  

  
前事業年度 

(平成18年3月31日) 
当事業年度

(平成19年3月31日) 

※７ 会社が発行する株式総数 

発行済株式総数 

普通株式 240,000千株

普通株式 74,058千株

――― 

 ８  土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律

第7条の2第1項の規定により、配当に充当すること

が制限されております。 

 有価証券等の時価評価により、純資産額が1,392

百万円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の規定

により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

――― 

※９ 自己株式の保有数 

普通株式 217,838株

――― 

 10 ―――  運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行4行

と貸出コミットメント契約を締結しております。 

 当事業年度末における貸出コミットメントに係る

借入未実行残高等は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 2,000百万円

借入実行残高 －  

差引額 2,000  

  
前事業年度 

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

※１ 製品の他勘定より振受高の内訳 

製品買受高 1,329百万円

製品の他勘定より振受高の内訳 

製品買受高 1,038百万円

※２ 製品の他勘定へ振替高の主な内訳 

有形固定資産 80百万円

製品の他勘定へ振替高の主な内訳 

有形固定資産 139百万円

※３ 販売費及び一般管理費の内訳 

 販売費及び一般管理費のおおよその割合は、販売

費83％、一般管理費17％であります。主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

旅費交通費 233百万円

運送費 1,335 

製品保証引当金繰入額 108 

給料・手当・賞与 1,237 

賞与引当金繰入額 155 

退職給付費用 208 

役員退職金引当金繰入額 19 

福利費 272 

減価償却費 64 

研究開発費 100 

販売費及び一般管理費の内訳 

 販売費及び一般管理費のおおよその割合は、販売

費82％、一般管理費18％であります。主要な費目及

び金額は次のとおりであります。 

旅費交通費 247百万円

運送費 1,492  

製品保証引当金繰入額 107  

給料・手当・賞与 1,303  

賞与引当金繰入額 155  

役員賞与引当金繰入額 36  

退職給付費用 204  

役員退職金引当金繰入額 19  

福利費 287  

減価償却費 69  

研究開発費 121  

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれております研

究開発費 

  156百万円

一般管理費及び当期製造費用に含まれております研

究開発費 

149百万円



  

  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度（自平成18年4月1日 至平成19年3月31日） 

 自己株式に関する事項 

(注) 増加は全て単元未満株式の買取りによるものであり、減少は全て単元未満株式の売渡請求に係る売渡しによるものでありま

す。 

  

  
前事業年度 

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

※５ 関係会社に係る注記 

 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

売上高 5,774百万円

仕入高 8,176 

関係会社に係る注記 

 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

売上高 5,706百万円

仕入高 9,323  

※６  有形固定資産売却益は、機械及び装置0百万円で

あります。 

 有形固定資産売却益は、機械及び装置1百万円で

あります。 

※７  有形固定資産処分損の主なものは、建物25百万

円、機械及び装置8百万円であります。 

 有形固定資産処分損の主なものは、機械及び装置

20百万円、建物5百万円であります。 

※８  当社は、以下の資産について、減損損失を計上し

ました。 

 (経緯) 

   上記については、従業員の社宅として取得し

ましたが、近年入居希望者が減少し今後の利用

計画も無く、売却の意思決定を行ったため、減

損損失を認識いたしました。 

 (グルーピングの方法) 

   原則として、事業所別に区分しております

が、遊休資産については、個々の物件を単位と

しております。 

 (回収可能額の算定方法) 

   正味売却価額により測定されており、第三者

による合理的に算定された市場価格に基づき評

価しおります。 

用途 種類 場所 
金額

(百万円) 

社宅 土地 千葉県柏市 32

――― 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 217,838 56,779 3,075 271,542 



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 370 177 193

車両運搬具 21 4 17

工具、器具 
及び備品 

160 74 86

計 552 255 297

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 659 252 407 

車両運搬具 27 9 18 

工具、器具
及び備品 

220 103 117 

計 908 365 543 

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

 (注) 同左 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 86百万円

１年超 210  

合計 297  

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 139百万円 

１年超 403  

合計 543  

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

 (注) 同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 96百万円

減価償却費相当額 96  

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 122百万円 

減価償却費相当額 122  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成18年3月31日) 

当事業年度
(平成19年3月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

(繰延税金資産)  

 たな卸資産評価損 74百万円

 賞与引当金 123  

 貸倒引当金 205  

 投資有価証券評価損 573  

 関係会社株式評価損 12  

 退職給付引当金 954  

 役員退職金引当金 35  

 未払事業税 81  

 その他 136  

繰延税金資産小計 2,196  

評価性引当額 △1,589  

繰延税金資産合計 607  

(繰延税金負債)    

 その他有価証券評価差額金 △953  

繰延税金負債合計 △953  

繰延税金負債の純額 △346  

(再評価に係る繰延税金資産) 202  

評価性引当額 △202  

再評価に係る繰延税金資産合計 ―  

(再評価に係る繰延税金負債) △6,007  

再評価に係る繰延税金負債の純額 △6,007  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

(繰延税金資産)    

たな卸資産評価損 62百万円

賞与引当金 117  

貸倒引当金 102  

投資有価証券評価損 567  

関係会社株式評価損 12  

退職給付引当金 1,067  

役員退職金引当金 38  

未払事業税 127  

その他 156  

繰延税金資産小計 2,251  

評価性引当額 △1,616  

繰延税金資産合計 635  

(繰延税金負債)    

その他有価証券評価差額金 △787  

繰延税金負債合計 △787  

繰延税金負債の純額 △152  

(再評価に係る繰延税金資産) 202  

評価性引当額 △202  

再評価に係る繰延税金資産合計 ―  

(再評価に係る繰延税金負債) △6,007  

再評価に係る繰延税金負債の純額 △6,007  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.63%

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.27
受取配当金等永久に益金に算入されない 
項目 

 
△0.10

住民税均等割 0.66

評価性引当額 △11.77

その他 △0.29

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.40
   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
  
  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が、法定実効税率の5/100以下であるた

め、注記を省略しております。 



(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり当期純利益 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

１株当たり純資産額 247.71円 １株当たり純資産額 277.88円

１株当たり当期純利益 32.59 １株当たり当期純利益 39.75 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式がないため記載しておりません。 

 同左 

項目 
前事業年度

(平成18年3月31日) 
当事業年度 

(平成19年3月31日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) ― 20,503

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 20,503

普通株式の発行済株式数(株) ― 74,058,168

普通株式の自己株式数(株) ― 271,542

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(株) ― 73,786,626

項目 
前事業年度

(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

損益計算書上の当期純利益(百万円) 2,420 2,933

普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,407 2,933

普通株主に帰属しない金額(百万円) 

 利益処分による役員賞与金 

  

13 

  

― 

普通株式の期中平均株式数(株) 73,865,746 73,815,549



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【債券】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

(その他有価証券)   

㈱クボタ 787,000 812 

㈱西日本シティ銀行 1,175,583 614 

丸紅㈱ 557,689 399 

㈱りそなホールディングス 1,200 380 

㈱山善 289,000 249 

三菱電機㈱ 200,000 242 

三井物産㈱ 100,600 221 

三井住友海上火災保険㈱ 93,276 137 

㈱池田銀行 12,626 69 

その他30銘柄 1,637,976 416 

計 4,854,950 3,545 

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

(その他有価証券)   

㈱三井住友銀行 円建永久劣後債 100 101 

計 100 101 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省

略しております。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」のうち、11百万円は一般債権の貸倒実績率による洗替額であり、1百万円は回収によ

る戻入額であります。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産       

 建物 5,040 387 47 5,380 3,529 104 1,850

 構築物 703 23 1 726 597 17 129

 機械及び装置 8,399 247 381 8,265 7,416 79 848

 車両運搬具 155 ― 26 128 121 0 7

 工具、器具及び備品 3,705 298 6 3,998 3,618 244 380

 土地 15,062 ― 8 15,053 ― ― 15,053

 建設仮勘定 81 21 81 21 ― ― 21

有形固定資産計 33,148 978 552 33,574 15,283 446 18,291

無形固定資産       

 ソフトウエア ― ― ― 13 8 2 5

 電話加入権 ― ― ― 15 ― ― 15

 その他 ― ― ― 14 2 0 11

無形固定資産計 ― ― ― 43 11 2 32

長期前払費用 1 ― ― 1 0 0 0

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 (注) 531 3 0 12 522

賞与引当金 372 361 372 ― 361

役員賞与引当金 ― 36 ― ― 36

製品保証引当金 108 107 108 ― 107

役員退職金引当金 88 19 14 ― 93



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

  

  

③ 売掛金 

相手先別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

現金 25

預金 

当座預金 2,341

普通預金 6

大口定期預金 3,020

外貨普通預金 97

別段預金等 8

計 5,473

合計 5,499

相手先別内訳     期日別内訳   

相手先 金額(百万円) 期日 金額(百万円) 

㈱山善 655 平成19年３月満期 61

ユアサ商事㈱ 399    ４月 〃 594

㈱兼松ＫＧＫ 222    ５月 〃 642

㈱マエキ 123    ６月 〃 750

㈱不二越 117    ７月 〃 708

その他 1,384    ８月 〃 61

合計 2,903    ９月 〃 83

  合計 2,903

相手先 金額(百万円)

ＯＫＫ ＵＳＡ  
ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ 

3,479

ユアサ商事㈱ 1,177

㈱山善 1,003

㈱兼松ＫＧＫ 835

ＴＥＣＮＯＲ ＭＡＣＣＨＩＮＥ 
Ｓ.Ｐ.Ａ. 

436

その他 3,257

合計 10,189



売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ たな卸資産 

  

  

⑤ 支払手形 

  

  

前期繰越高 
(百万円) 

  
(Ａ) 
  

当期発生高 
(百万円) 

  
(Ｂ) 
  

当期回収高
(百万円) 

  
(Ｃ) 
  

次期繰越高
(百万円) 

  
(Ｄ) 
  

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 

2 
(Ｂ) 
365 

8,553 38,816 37,180 10,189 78.5 88

項目 金額(百万円)
内訳

項目 金額(百万円)

製品 896 工作機械 896

半製品 1,442 計画在庫品及び常備部品 1,442

原材料 17 特殊鋼材 7

    その他 9

仕掛品 4,600 工作機械 4,527

    その他 73

合計 6,956 

相手先別内訳     期日別内訳   

相手先 金額(百万円) 期日 金額(百万円) 

大豊機工㈱ 1,699 平成19年３月満期 1,583

ファナック㈱ 998    ４月 〃 2,091

㈱オーケーケーエンジニアリング 973    ５月 〃 1,894

㈱オーケイケイ・シムテック 815    ６月 〃 1,785

㈱共栄システム 242    ７月 〃 1,773

その他 5,161    ８月 〃 320

合計 9,891    ９月以降満期 442

  合計 9,891



⑥ 買掛金 

相手先別内訳 

  

  

⑦ 再評価に係る繰延税金負債 

  

  

⑧ 退職給付引当金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません 

  

相手先 金額(百万円)

大豊機工㈱ 450

㈱オーケイケイ・シムテック 195

ファナック㈱ 193

三菱電機クレジット㈱ 165

㈱オーケーケーエンジニアリング 128

その他 1,478

合計 2,611

金額(百万円) 摘要

6,007 土地の再評価に関する法律に基づく評価差額に係る税金相当額

区分 金額(百万円)

退職給付債務 4,744

年金資産 △122

会計基準変更時差異の未処理額 △1,590

未認識数理計算上の差異 △376

合計 2,655



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) １ 平成19年1月26日開催の取締役会において、株主名簿管理人事務取扱場所の変更が決議され、次のとおりとなりました。

(平成19年5月7日から実施) 

      取扱場所  大阪市北区堂島浜一丁目1番5号  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

２ 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。 

      会社法第189条第2項各号に掲げる権利 

      取得請求権付株式の取得を請求する権利 

      株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

      株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 

  

事業年度 4月1日から3月31日まで 

定時株主総会 6月中 

基準日 3月31日

株券の種類 
10,000株券、1,000株券、500株券及び100株券。ただし、100株未満の株式につきその
株数を表示した株券を発行することができる。 

剰余金の配当の基準日 9月30日、3月31日 

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社 全国本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

株券喪失登録申請料 １件につき10,000円、株券１枚につき500円

単元未満株式の買取り・ 
売渡し 

  

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社 全国本支店 

  買取・売渡手数料 1単元当たりの売買委託手数料相当額を買い取った単元未満株式の数で按分した額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第148期) 
自 平成17年4月１日 

至 平成18年3月31日 
  

平成18年6月30日 

関東財務局長に提出 

(2)  半期報告書 (第149期中) 
  

自 平成18年4月１日 

至 平成18年9月30日 

  
  
平成18年12月15日 

関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年6月29日

大 阪 機 工 株 式 会 社 

取  締  役  会  御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪機

工株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大

阪機工株式会社及び連結子会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新 日 本 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  中 川 一 之 ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  小 竹 伸 幸 ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  佐 藤 陽 子 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年6月28日

大 阪 機 工 株 式 会 社 

取  締  役  会  御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪機

工株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大

阪機工株式会社及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新 日 本 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  中 川 一 之 ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  小 竹 伸 幸 ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  佐 藤 陽 子 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年6月29日

大 阪 機 工 株 式 会 社 

取  締  役  会  御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪機

工株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第148期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大阪機

工株式会社の平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新 日 本 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  中 川 一 之 ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  小 竹 伸 幸 ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  佐 藤 陽 子 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年6月28日

大 阪 機 工 株 式 会 社 

取  締  役  会  御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪機

工株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第149期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大阪機

工株式会社の平成19年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新 日 本 監 査 法 人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  中 川 一 之 ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  小 竹 伸 幸 ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  佐 藤 陽 子 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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